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TDR（台湾預託証券）発行に関するお知らせ 

 

 

当社は、平成22年11月25日開催の取締役会において、①台湾証券取引所に対し当社普通株式を原株とす

る台湾預託証券（以下「本件募集TDR」という。）の上場申請を行うこと、及び②関連諸機関からの承認が得

られることその他法令に基づき必要な手続きが完了していることを条件として、上場に伴う本件募集TDRの発

行及び募集（以下「本件TDR募集」という。）並びに本件募集TDRが表章する当社普通株式（以下「本件募集

株式」という。）の発行を行うことを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．本件TDR募集の背景 

当社は、平成 21 年６月に経済産業省に提出し認定された「産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特

別措置法」の事業再構築計画（平成 22 年３月に台湾 DRAM メーカーとの連携強化の方法に関し一部計画変

更。）に基づき、台湾DRAMメーカーとの新たな提携を推進し、生産能力の確保とリスク分散の体制構築を進め

てまいりました。 

具体的には、当社と Powerchip Technology Corporation の合弁会社である Rexchip Electronics 

Corporation における R&D センターの設立及び同センターにおける次世代の 4F2 メモリセルの共同開発、また、

Winbond Electronics Corporation及びProMOS Technologies Inc.との提携、TSV（Through Silicon Via、貫

通電極）技術に関する共同開発及びビジネス協力について Powertech Technology Inc.及び United 

Microelectronics Corporationとの３社合意、等があります。 

かかる状況において本件TDR募集を行うことにより、事業上の顧客のみならず一般投資家をも含めた台湾に

おける当社のプレゼンスの向上が期待され、台湾 DRAM メーカーとの更なる連携の強化も視野に入れた事業機

会の拡大や新たな投資家層の獲得、資金調達手段の多様化に繋がるものと考えております。 

また、調達した資金は次世代ＤＲＡＭプロセスの研究開発へ充当することを予定しており、これによる生産

コストの低減、技術優位性の強化が、当社の長期的な競争力の向上に資すると考えております。 

 

ご注意： この文書は、当社の台湾預託証券の発行に関して一般に公表することのみを目的とする記者発表文であり、日本国内外を

問わず投資勧誘等を目的として作成されたものではありません。投資を行う際は、必ず当社が作成する本台湾預託証券に

関する目論見書（中国語）及びその訂正事項（作成された場合）をご覧いただいた上で、投資家ご自身の判断でなさるよ

うお願いいたします。この文書は、米国におけるいかなる証券の販売の勧誘を構成するものでもありません。米国におい

ては、1933 年米国証券法に基づいて証券の登録を行うか又は登録の免除を受ける場合を除き、証券の募集又は販売を行う

 
ことはできません。なお、本件においては日本及び米国における証券の募集は行われません。 
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２．本件TDR募集及び本件募集株式の発行の概要（予定） 

（１） 募集株式の種類及び

数（募集 TDR の数） 

当社普通株式9,000,000～10,000,000株（予定） 

（180,000,000～200,000,000TDR（予定）。投資家は本件募集株式に代えて

TDRの交付を受けるものとする。１TDRは普通株式0.05株を表章する。） 

本件募集株式及び本件募集 TDR の数については、TDR の発行及び募集に要す

る台湾における関連所管当局からの承認を得た後に決定する。 

（２） 募 集 株 式 の 払 込 

金 額 の 決 定 方 法 

（未定） 

（本件募集株式の払込金額は、日本証券業協会の定める有価証券の引受け等

に関する規則第 25 条に規定される方式と同様のブックビルディング方式に

より、決定する予定である。） 

（３） 増加する資本金及び 

資 本 準 備 金 の 額 

本件募集株式の発行に関して増加する資本金の額は、会社計算規則第 14 条

第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の

結果１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。本

件募集株式の発行に関して増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額

から上記の増加する資本金の額を減じた額とする。 

（４） 募 集 方 法 本件募集 TDR は、Securities and Futures Investors Protection Center、

及び KGI Securities Co. Ltd. を主幹事引受会社とする引受人（以下「本

件 TDR 引受会社」という。）が引き受ける他、本件 TDR 引受会社が残額引受

けし、台湾域内において販売される。 

なお、本件募集 TDR の発行価格は、日本証券業協会の定める有価証券の引受

け等に関する規則第 25 条に規定される方式と同様のブックビルディング方

式により、需要状況等を勘案したうえで、決定する予定である。本件募集

TDR の発行価格及び発行価額並びに本件募集株式の払込金額は同額となる予

定である。 

（５） 申 込 期 間 （未定） 

（６） 払 込 期 日 （未定） 

（７） 申 込 株 数 単 位 

（申込TDR数単位） 

50株（TDR1,000単位） 

（８） 前記各項のほか、本件募集 TDR の発行及び募集並びに本件募集株式の発行に関し、取締役会決議を

要する事項は、今後の取締役会において決定する。 

（９） 本件募集株式の数、払込金額、募集方法、申込期間、払込期日及び資金使途、本件募集 TDR の発行

価格並びにその他の関連事項に係る本取締役会及び今後の取締役会における決定について、法令等

の改正、当局の命令又はその他の理由によりこれらの事項の変更又は調整が必要な場合には、法令

上可能な範囲で、代表取締役社長又はその選任する代理人に当該変更又は調整を行う権限を付与す

る。 

（10） 上記本件 TDR 募集及び本件募集株式の発行は、台湾における関連所管当局の承認を得ること、その

他、法令上本件TDR募集を行うために必要な手続きを行うことを停止条件とする。 
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３．資金の使途 

本件募集 TDR の発行及び募集並びに本件募集株式の発行による手取概算額である 10,097,000,000 円

（3,698,000,000 台湾ドル）（見込）については、次世代 DRAM の製造工程にかかる研究開発資金に充当す

る予定です。 

（注） 上記の手取概算額は、平成 22 年 11 月 24 日現在の株式会社東京証券取引所市場第一部における

当社普通株式の終値（1,056 円）を基準とし、本件募集株式の発行数を 10,000,000 株と仮定し

て算出した額から、発行諸費用の概算額（463,000,000 円）を控除した見込額です。また、別段

の記載がある場合を除き、本書記載の「台湾ドル」は台湾で用いられている通貨を指します。株

式会社三菱東京UFJ銀行により参考値として公表された平成22年11月24日（10 時）現在の換

算率は１台湾ドル＝2.73 円です。本書における日本円金額の台湾ドルへの換算は、かかる換算

率（本書中に別段の記載がある場合は当該換算率）によって便宜上なされているものであり、将

来の換算率を表すものではありません。なお、当該換算後の台湾ドル金額は百万台湾ドル未満の

端数を切り捨てて表示しております。 

 当社普通株式の株価上昇等により、本件募集TDRの発行価格の総額が増加し、本件募集株式の払

込金額が増加する場合には、当該増加分は、研究開発費に使用される予定です。他方、当社普通

株式の株価下落等により、本件募集TDRの発行価格の総額が減少し、本件募集株式の払込金額が

減少する場合で資金需要に対して不足する部分については、自己資金又は銀行借入若しくはその

他の外部調達により賄う予定です。 

 

４．今後の予定 

台湾証券取引所及び台湾中央銀行の上場承認後に行政院金融監督管理委員会へTDR発行申請を行い、行政院

金融監督管理委員会のTDR発行申請の承認後に、本件TDR募集及び本件募集株式の発行に必要な事項について

改めて決議を行う予定です。なお、TDR の上場時期は今年度内を目指して準備を進めておりますが、台湾証券

取引所及び台湾中央銀行の上場承認並びに行政院金融監督管理委員会の発行申請の承認の時期につきましては、

現時点で未定となっております。 

 

＜ご参考＞ 

TDR とは、「Taiwan Depositary Receipts」の略で、台湾国外の企業の株式を台湾で流通させるために、台

湾における預託機関が、台湾外において保管される原株式を裏付けとして発行する代替証券をいいます。 

TDR発行の流れは下図をご参照ください。 
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